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＜要 約＞ 
戦後実施された重要産業復興策は大企業体制確立のための「原始的蓄積政策」であり、こ
れによる中小企業の資材難・資金難が戦後最初の中小企業問題であった。 
朝鮮戦争をきっかけに大企業は資本蓄積を急速に進め、大企業体制を再確立した。これと
ともに大企業体制に起因する中小企業問題が発生した。 
下請代金支払遅延、大企業カルテルによる原料高・製品安などの収奪問題、収奪問題と大
企業への融資集中による資金難、大企業の中小企業分野進出による市場問題が発生した。こ
のような中小企業問題は大企業体制が確立している先進国では共通に見られるが、日本では
低賃金基盤に基づく中小企業間の過当競争が著しく、中小企業問題が深刻化し、二重構造問
題と呼ばれるように、中小企業と大企業の間で生産性・賃金に関し、大きな格差が発生した。 
中小企業問題が壁となり、中小企業は物的生産性、付加価値率とも上昇させるのが困難と
なり、低賃金に依存する「問題中小企業」の厚い堆積ができた。ただし、高度成長期に発展
した量産型中小企業の先触れとなる輸出軽機械工業のような革新的中小企業も現れたが、こ
の分析は次の機会とする。 
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筆者は中小企業を発展性と問題性の統一物と見る「複眼的中小企業論」に立って、日本の
戦後中小企業の発展史・問題史をまとめようと考えている。戦後復興期（敗戦 ～1950 年代
前半）、高度成長期（1950 年代後半～1970 年代初頭）、減速経済期（1970 年代中ごろ～1980
年代）、大転換期（1990 年代以降）に分ける予定だが、本稿はその第一歩として戦後復興期
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の中小企業問題をとりあげる。 
 
1． 中小企業の乱立 
日本は戦前、地主的土地所有の農村に膨大な過剰労働力が堆積し、そこから流出する低賃
金労働力を基盤に多数の中小企業が発生、過当競争を繰り返していた。地主制の解体した敗
戦後も、軍需工場の全面閉鎖、生産活動の麻痺、復員・引揚者などにより推定 1,300 万人の
厖大な過剰労働力が発生（井村 2000）、戦後の経済危機のため吸収されることなく相対的過
剰人口として農村や都会に堆積した。 
過剰労働力が生み出す低賃金労働者を雇用すれば、機械などに資本を支出することなく小
資本で開業できる。しかも、敗戦後は絶対的なモノ不足により「作れば売れる」という状況
だった。このため、敗戦により政府統制が緩んだのをきっかけに、戦時中、軍需転換や廃業
を強制されていた中小企業の復活、失業者による自営業の開業が続き、中小企業は乱立した。 
だが、これにより消費材生産が拡大、戦後数ヶ月、戦前（1934～36 年平均）の 10 分の 1
に縮小していた鉱工業生産は増加に向かった。その一方、戦時統制に安住していた大企業は、
自己のリスクで経営する能力を失っていたため軍需からの転換に遅れた。中小企業こそが経
済活動の主人公であり、当時の新聞（日本経済新聞 1946 年 4 月 29 日付）は中小企業を「時
代の寵児」と呼んだ（中村・秋谷・清成・山崎・坂東 1981）。  
 
2． 戦後復興策と中小企業問題 
(1) 資材難・資金難：戦後最初の中小企業問題の発生 
中小企業の繁栄は長くは続かなかった。戦時中の設備酷使により鉄鋼等の基礎資材生産は
戦前の数％に低下、中小企業は軍の放出資材や手持ち資材に頼って生産していた。既存資材
は１年もたつと枯渇し始め、中小企業は資材難に陥り、鉱工業生産は 1946 年 9 月に戦前の
36％に達したのをピークに低下を始めた（林 1987）。 
政府は縮小再生産からの脱出と敗戦後高進したインフレ鎮圧のため、重要産業復興策を開
始した。これが中小企業の資材難を一層激化させ、中小企業の短い繁栄は完全に終わること
になった。 
 
① 重要産業復興策 
重要産業復興策とは一律の産業復興は不可能なため、全産業の基盤である基礎産業の復興
を優先しようというものである。石炭、鉄鋼の復興を優先させる傾斜生産方式（1946 年 12
月 27 日閣議決定）や経済緊急対策（1947 年 6 月 11 日閣議決定）による重要産業（石炭、
鉄鋼、肥料、電力、海運など）復興策がそれである。 
重要産業には 1947 年に復活強化された物資統制を利用して資材を優先配分し、全額政府
出資の復興金融金庫（重要産業に対する長期事業資金の供給が目的、1947 年 1 月設立）や
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価格調整補給金制度（基礎物資の公定価格と生産費の逆ザヤを一般会計から補給するもの、
1947 年 7 月から本格化）から厖大な資金も投入した。 
 
② 資材難・資金難 
この施策により、1948 年には重要産業の生産はかなり拡大したが、重要産業を構成する
企業は圧倒的に大企業が多い。重要産業に納品する中小企業も資材割当、資金調達で優遇さ
れたが、全中小企業から見れば一部にすぎない。大半の中小企業は資材の割当てから外され、
資材難が激化した。 
例えば、中小機械器具工業では生産資材の割当ては使用総量の 10％前後にすぎず、ストッ
クは 1947 年夏頃底をつき、公定価格の２～３倍もするヤミ資材に依存せざるを得なくなっ
た。電力の重点配分が始まると中小企業は真っ先に配分から除外され、電力割当ての実施さ
れた 1947 年 12 月には輸出指定工場を除き、中小企業は週平均 24～25 時間しか操業しなか
ったと言われる（楫西編 1957）。 
中小企業は金融からも締め出された。復興金融金庫の新規融資は 1949 年 3 月末をもって
停止されたが、それまでの中小企業（資本金百万円未満）に対する貸出実績は、全体の 2.3％
にすぎなかった。また、1948 年末の大蔵省調査では、当時の全国銀行、信託銀行の貸出のう
ち、中小企業融資と推定されるものは総額の 22％、特に大銀行の場合は 15％にすぎず、貸
付期間も 2～3 カ月という短期が多かった（日本開発銀行 1963）。さらに、中小企業には高
価なヤミ資材の支払、インフレによる賃金上昇、重要産業復興策に必要な財政を賄うための
租税重課、下請代金支払遅延が襲いかかった。 
こうして中小企業は資金難に陥り、中小企業庁調査によると「金詰まり」で「非常に苦し
い」と「苦しい」が計 74.5％に及んだ（図表１）。資金繰りに行き詰った中小企業は、一般
金利水準よりはるかに高いが、即時融資を行う個人金貸業に飛び込むことになった。このよ
うなヤミ金融業者が繁栄し、たとえば、1947 年末、京都市の市中銀行貸出残高 8 億 8 千万
円にたいし、ヤミ資金は 1 億円と推定された（中村・秋谷・清成・山崎・坂東 1981)。 
 
図表 1 金詰まり状況調 
非常に苦しい 苦しい 何とかやっている 不明 
33.2％ 41.3％ 22．9％ 1.9％ 
資料）中小企業庁「中小企業金融実態調査・1948 年 12 月末日現在」（東京、名 
古屋、京都、大阪、神戸の従業員 200 人未満の工場及び作業場対象） 
出典）中小企業庁指導部編 1949 
 
敗戦により日本の大企業体制は解体されたから、資材難・資金難は大企業体制が引き起こ
したものではない。しかし、大企業に経済資源を集中する重要産業復興策は、大企業体制再
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構築のための「原始的蓄積政策」としての意味を持った（暉峻1982）。重要産業復興策に伴
う資材難・資金難は、大企業体制に関連する戦後最初の中小企業問題（経営資源問題1)）と
言える2)。 
 
(2) ドッジ･ラインによる市場問題の激化 
① ドッジ・ライン 
これに続く中小企業問題として市場問題3) が発生した。中小企業は資材難･資金難に苦しん
だが、それでも1948年春頃までの市場は「作れば売れる」状況だった。中小企業は高価なヤ
ミ資材でもなんとか調達すれば、インフレを利用して利益をあげられた。 
だが、この頃から原始的需要の一巡、インフレによる購買力の減退のため、需要の伸びが
鈍化した。さらに、1947 年春頃から巨大軍需工場の民需転換が始まったことが中小企業の販
売難を悪化させ、48 年夏頃には中小企業の破たんが広範に進行した（中小企業庁指導部編
1949）。しかし、次に述べるドッジ･ラインによる販売難に比べれば、まだ序の口であった。 
重要産業復興策は生産を拡大したが、厖大な資金供給ほどではなかったので、かえってイ
ンフレを激化させてしまった。ドッジ・ラインはインフレを一挙に収束し、単一為替レート
を設定、国際経済とのつながりを早期に実現し、企業の合理化と日本の輸出拡大・経済自立
を達成しようというものである（GHQ 財政金融顧問として来日したドッジ・デトロイト銀
行頭取が指揮監督したため、ドッジ・ラインと呼ばれた）。 
 
② 激烈な販売難 
ドッジ・ラインにより 1949 年度は超均衡予算（黒字予算）が組まれ、復興金融金庫融資
の停止、価格調整補給金の大幅削減、徴税の一層の強化が行われ、インフレは収束に向かっ
た。それと共に、資材のヤミ価格が公定価格を下回るなど、資材難は急速に薄れていった。
だが、同時に強烈な市場収縮が中小企業に襲いかかった。 
大企業に設備機器を納品してきた中小企業は、復金融資の停止にともない大企業が購入を
停止したため、一挙に受注を失った。大企業の民需転換により直接競合関係におかれるよう
になった消費財関係の中小企業は、縮小した市場を大企業と争い敗退していった。下請中小
企業では、親大企業の過剰人員対策としての内作化により受注量が大幅に減尐したうえ、代
金の支払遅延を受け、苦境に陥った。中小企業を販売先とする中小企業では、販売先の倒産
による連鎖倒産が続出した。 
このように、資材難に代わり販売難という企業存立に直結する市場問題が一挙に拡大した。 
1949 年度下半期の大蔵省のサンプル調査によると、製造業では企業の 67％のみが営業中
だが、資本金 5 千万円以上の大企業では 97.4％が営業を継続、それに対し資本金 50 万円未
満の零細企業は 58％しか営業していなかった（有沢監修 1976）。1949 年初から 1950 年ま
での企業整理件数は 1 万 1 千、解雇者数は 51 万人を超えたが（経済企画庁編 1976）、企業
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整理件数のほとんどは中小企業だった。戦後最初の中小企業危機が叫ばれたのがこのときだ
った。 
 
(3) 中小企業の過当競争はなお悪化、大企業は経済の中軸への足固め 
注意すべきは、これによって中小企業が減尐し、市場に均衡がもたらされたわけではない
ことである。事態は逆で、「工業統計表」によると、製造業の従業者 4 人以下の事業所は、
1948 年から 1950 年に 1.81 倍に増加した（図表 2）。「工業統計表」は調査年次により調査対
象となる事業所、特に小規模の事業所に対する補足率が違うという問題があるが、それにし
ても、最小規模の事業所がかなり増加したのは間違いないだろう。敗戦以来の、またこの時
期に追加された膨大な失業人口から小零細自営業者の開業が増え、中小企業の廃業を上回っ
た。中小企業の乱立・過当競争はさらに激しくなった。 
 
図表 2 事業所数（工業）の推移（1948～1950） 
従業者規模 1948 1949 1950 
～4 人 119,772（100） 131,464（110） 217,126（181） 
5～49 91,206(100） 96,298（106） 125,419（138） 
50～99 4,605(100） 5,284（115） 5,439（118） 
100～199 1,853(100） 2,274（123） 2,416（130） 
200～499 1,144(100） 1,328（116） 1,456（127） 
500～999 337(100） 317（94） 416（123） 
1000 以上 288(100） 334（116） 339（118） 
休業中 871(100） 2,908（334） ― 
計 220,076(100） 240,207（109） 352,611（160） 
注） 1948年の「従業者規模」は「雇用工員数」、1949年は「常用労者数」 
（「職員」と「労務者（工員）」の合計） 
資料） 経済産業省「工業統計表」より筆者作成 
 
その一方、大企業は激烈な労使紛争を経て労働者に対する支配権を確立、大量人員整理・
賃金カットによって合理化の基礎をつくった。また、中小企業に対する取引上の優越性を強
め、下請加工賃の引き下げ、支払遅払など、中小企業を踏み台とする資本蓄積を強めた。政
府は重要産業の大企業に対し、対日援助見返り資金からの融資や日銀貸し出し増による市中
銀行融資などの措置をとり、大企業は政策的支援も受けた。 
こうして、ドッジ・ラインもまた、大企業体制再構築のための「原始的蓄積政策」として
の役割を果たし、大企業は経済の中軸への足固めをした。 
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2． 大企業体制の復活 
(1) 朝鮮特需と戦後初の合理化投資 
深刻なデフレ不況下にあった日本は、1950 年 6 月に勃発した朝鮮戦争による特需（朝鮮
戦争遂行のためのアメリカ軍による買い付けなど）と輸出急増で一挙に生産を拡大、1950
年 3 月からの年間鉱工業生産は 46.0％増加、戦前水準を突破してしまった。 
特需により大企業は巨額の利潤を獲得、一挙に資本蓄積を進めたが、さらに、重点産業（電
力、鉄鋼、海運・造船）の巨大企業は産業政策を活用し4)、外国技術・外国設備の導入によ
り戦後初めての合理化投資を遂行した。合理化投資は石油精製や重点産業関連産業でも進み、
巨大企業は中枢産業における生産能力と市場集中度を高め、産業における支配的地位を再確
立した。 
その一方、中小企業に特需ブームの恩恵は尐なかった。中小工業には朝鮮戦争のような近
代戦の需要に応じるほどの生産能力を持つものは極めて尐なく、特需を受注しえた中小工業
は 9％に限られた。そのため、中小企業庁「中小企業金融実態調査」（1950 年 11 月）による
と、戦争勃発後半年間に生産上昇をみた中小企業は全体の 32.2％、売上増は 23.9％しかない
（楫西編 1957）。 
特需ブームに中小企業分野を拡大する効果はなく、多くの中小企業はむしろ、インフレ再
発・生産財価格高騰に基づく「原料高・製品安」、運転資金の増加に悩まされた。産業政策に
よる合理化支援もこの時期はもっぱら大企業に行われたため、中小企業と大企業の生産性格
差は拡大し、競争関係、取引関係において中小企業は不利な地位に追いやられた。 
 
(2) 中小企業の下請化・系列化 
大企業は朝鮮戦争特需をきっかけに資本蓄積を急速化したものの、先進国企業に比べ資本
は不足しており、資本を節約しつつ生産を拡大するために、また、低賃金労働力を迂回的に
利用するために、中小企業の下請化を進めた。 
下請関係とは「対等ならざる外注関係」である。多数の中小企業が購入寡占の地位にある
大企業の外注獲得を巡り、相互に激しく競争するから、取引は対等でなくなり、不等価交換
を強制され（収奪問題 5)）、下請企業の利潤率は低くなる。しかし、もともと中小企業にとっ
て新たな需要を発見し、顧客獲得に至る道は困難に満ちている。しかも、この時期、大企業
が存立分野を拡大する一方、中小企業は資本蓄積・合理化に後れ、自立的な需要開拓の力も
弱かったため、下請化を受け入れざるを得なかった。 
寡占大企業はさらに朝鮮戦争ブームの反動不況（1951 年秋～52 年）をきっかけに、コス
ト切り下げのため、下請企業の「系列化」を始めた。 
「系列化」とは下請企業の自企業への専属化と長期継続的取引関係の形成により、資本所
有関係では独立している下請企業をあたかも自企業の内部組織のひとつのごとく支配するこ
とである。親大企業による外注関係の準内部化と言ってもよい。 
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これにより、親企業は市場取引の場合に必要なコスト（取引相手を探す費用、交渉する費
用、監視の費用）をかけずに下請企業と取引できる。だが、下請企業を内部組織に近づけた
といっても、「対等ならざる外注関係」に立っていることに変わりはない。そのため、下請企
業の取引でその低賃金を利用し、また景気変動のバッファーとしても利用し、下請企業が不
効率ならば完全に切り捨てることもできる。 
つまり、親企業は組織内取引と市場取引のメリットの双方を享受できる。 
一方、下請企業は親企業の内部組織の一部の如く指示に従わなくてはならぬが、発注と技
術指導を優先的に受けられるというメリットがある。従属のメリットの選択である。 
系列的下請関係は、原料系列――鉄鋼二次製品、繊維（綿紡、合繊）・プラスチックの加工
分野――から始まり、生産系列――自動車、家電など機械工業の部品分野――へ広まった。「系
列化」は下請再編成を通じて進展し、上記の定義にあうような「系列化」が完成するのは、
1960 年代に入った自動車工業においてである。下請関係は先進資本主義国に共通して見られ
るが、下請関係における系列的性格は日本固有の特徴であり、「日本的下請制」と言える（黒
瀬 1995）。 
このように、寡占大企業は下請化・系列化により中小企業を直接的に自己の再生産過程に
組み込んだ。 
 
(3) 戦後復興の達成と大企業体制の再確立 
以上の寡占大企業を中核とする経済の拡大により，日本経済は 1955 年に一人当たり実質
国民総生産が戦前（1934～36 年平均）水準を突破するなど、輸出入数量､住宅を除いて主要
な経済水準は戦前を超え、経済復興を達成した。それは同時に，大企業体制すなわち「中枢
産業部門で独占的市場構造が構築され、寡占大企業を筆頭とする大企業セクターが、国民経
済の再生産を支配する」産業体制の復活でもあった。 
敗戦により、多くの独立小生産者が現れた。中小企業に対する寡占大企業や問屋資本の重
圧は後退し、中小企業セクターが国民経済の中心になるという可能性も見られたが、大企業
体制の復活はそれを完全に断った。 
なお、この時期の産業構造は、軽工業の高い比率など基本的にはまだ戦前と同質であり、
戦後の新産業構造に基づく大企業体制の完成は 1960 年代中頃となる。 
 
3． 大企業体制による中小企業問題の発生 
従来の中小企業問題は、いわば大企業体制復活のための「原始的蓄積政策」によるものだ
ったが、1950 年代に入り始まった大企業体制の復活と共に、中小企業問題も大企業体制その
ものに起因して発生するようになる。 
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(1) 収奪問題 
その第 1 が、大企業体制が引き起こす収奪問題である。 
50 年代前半の経営的にみた中小企業問題の焦点はやはり資金難であったが、従来の資金難
の主因が大企業優先の復興策であるのに対し、この時期においては大企業体制の引き起こす
収奪問題が資金難の主因となる。 
図表３に示した中小企業庁「中小企業金融実態調査」が、それを表している。 
金詰まりの原因は、傾斜生産が実施されていた 1948 年 12 月調査では、1 位が「租税負担
の過重、徴税強行」、2，3、4 位がインフレと資材難を反映して「賃金増加」、「物価騰貴によ
る購入資金増加」、「原材料購入費増加」、5 位が「売掛金回収不円滑」となっている。ドッジ・
ライン下の 1949 年 11 月調査では、1 位は同じく「租税負担の過重、徴税強行」、2 位には市
場問題を反映して「売行き不振」、3 位が「売掛金回収不円滑」となっている。 
 
図表 3 金詰まり原因別業者数 
    単位：％ 
原   因 
調査年月 
1948.12 1949.11 1951.11 1952.11 
租税負担過重・徴税強行 19.8  19.5  9.3  13.4  
賃金増加 13.9  5.9  4.4  5.6  
物価騰貴による購入資金増加 13.5 ― ― ― 
原材料購入費増加 13.5  8.1  9.5  8.7  
売行き不振 6.8  15.6  ― ― 
国内売上減尐 ― ― 6.3  8.7  
輸出減尐 ― ― 1.9  4.0  
売掛金回収不円滑 11.2  14.9  15.4  22.4  
親工場・問屋支払遅延 4.8  5.9  ― ― 
売上利益の減尐 ― ― 12.1  20.0  
売掛の増加 ― ― 7.1  13.4  
注 1）複数回答 
2）「原因」のうち、指摘が多いものを抜粋 
3）調査年次によって「原因」の表現が変わっているものがあるが、筆者の判断により 
統一 
4）―は調査の選択肢として挙げられていなかったもの 
資料) 楫西編 1957 より筆者再編、原資料は中小企業庁「中小企業金融実態調査」各年版、 
対象は従業員 299 人以下の工業 
 
以上において、「売掛金回収不円滑」は下請代金支払遅延という大企業の中小企業収奪を
反映するが、租税重課、インフレと資材難、「売行き不振」は、重要産業復興策、ドッジ・ラ
インという大企業体制復活を促進する「原始的蓄積政策」の結果であり、それらが「原因」
の上位を占めている。 
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朝鮮戦争特需で一挙に資本蓄積を進め、大企業体制の復活の始まった 1951 年 11 月調査で
は、「売掛金回収不円滑」が 1 位に、「売上利益の減尐」が 2 位に上がり、「原材料購入費の
増加」も 3 位に位置している。1952 年 12 月調査でも「売掛金回収不円滑」と「売上利益の
減尐」が 1，2 位を占め、しかもその割合は高まっている。「売掛の増加」が増えているのも
目立つ。以上は大企業体制の復活開始と共に収奪問題が激化したことを示している。 
 
① 下請代金支払遅延 
売掛金関係の指摘が増えたのは、復活した寡占大企業が、その取引力により過当競争下の
中小企業に代金回収上の不利な条件を押しつけていること、特にこの時期から一般化した下
請代金支払遅延という下請問題を反映している。 
例えば、機械工業の場合、終戦時、軍需工場などに 65,6 万台もの膨大な粗悪工作機械と
それを操作する熟練工が残され（伊東監修 1977）、この失業工作機械と失業熟練工が供給圧
力となって下請企業の過当競争が始まり、大企業がそれを利用した。 
機械工業に限らないが、戦前の下請け取引では、材料支給・下請代金前払（一部前払）が
多かったが、戦後は後払いになった上、「下請企業の納入した部品や資材が、工場で使用され
ているにもかかわらず検収書を出さない。ようやくそれを出させると、次には支払日をおく
らせる。その上支払日が来ると現金より約束手形による支払い分を多くする。その手形の期
限がまた長期である。手形をうけとれば、下請企業は相当の利子を払わなければ割引いても
らえない」ということが盛んにおこなわれた（中島 1968）。 
これにより親企業は下請企業の回転中の資本を一時的に奪い、無利子で自己の資本蓄積の
不足を補う。資金繰りに困った下請企業は安値受注に走らざるを得ず、ようやく手形を受け
取っても割引に高金利を支払わなくてはならない。まさに、「下請中小企業の喰い潰し」であ
る（中小企業庁指導部編 1949）。下請代金支払遅延は 1951 年下半期頃から著しく悪化し、
ほとんど商習慣化したといわれる（楫西編 1957）。 
 
② ｢原料高・製品安｣ 
「売上利益の減尐」は販売・購入寡占による相対価格（産出価格を投入価格で除したもの）
の低下、いわゆる「原料高・製品安」により、本来中小企業の手元に残るべき価値が収奪さ
れることを意味している。 
中小企業は下請単価の抑制、大商社・問屋・外国商人の買いたたき、資金繰り難からの投
げ売りによって製品価格を抑制される一方、販売寡占による「原料高」を押し付けられた。 
その中心になったのが、通産省の勧告による操短である。公正取引委員会はこれを行政庁
による統制行為とし、企業間の共同行為としての生産制限カルテルとはみなさなかった。行
政官庁の指導行政として実施されたため、自主的カルテルであると発生しうるアウトサイダ
ーを防止する効果を持つなど、国家権力により補完されたカルテルに他ならない。1952 年 7
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月綿紡績業、スフ綿製造業、自動車タイヤ製造業で始まり、セメント、薄板、線材、石炭な
ど各種産業に広がった。 
この「勧告カルテル」だけでなく、独占禁止法の第一次（1948 年）・第二次改正（1953
年）により実施可能となった不況カルテル・合理化カルテル、各種の独禁法適用除外法によ
るカルテル、さらに「紳士協定」をはじめとする「地下カルテル」が全産業に波及し、カル
テルが網の目のように張り巡らされた。 
結果、不況による大企業製品（原料）価格の低下は中小企業製品価格より遅れ、小幅とな
り、特に、綿糸と綿織物、人絹糸と人絹織物、鉄鋼素材と鉄鋼二次製品の間で「原料高・製
品安」が典型的に発生した（御園生 1960）。 
図表 4 はこの時期の「原料高・製品安」の状況を示している。「日銀の卸売物価指数中、
巨大な数社によって全生産の 100％または 90％内外生産されている業種」の「管理価格」群、
「カルテルがかなりの効果をもって結成されているとみられる商品」の「カルテル価格」群、
「主として中小企業によって生産の大部分が占められているか、あるいはこれに準じて企業
数が多く、競争が激しく行われていると認められる商品」の「競争価格」群の動きを見たも 
 
図表 4 物価群別推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（備考）（1）管理価格は、銑鉄、板ガラス、アルミニウム、写真フィルム、ナイロン、腕 
時計。 
     （2）カルテル価格は錦糸、人絹糸、鋼材、銅、ガソリン、塩ビ樹脂、過燐酸石灰 
     （3）競争価格は、綿織物、人絹織物、亜鉛鉄板、針金、合板、染料 
     以上を日銀卸売物価によって平均、指数（昭和 31 年平均＝100）化したもの 
出典）御園生 1960 
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のである。管理価格は安定し、カルテル価格は競争価格と動きが接近している時期もあるが、
1958 年に入ってからの差はカルテル価格の業種に「勧告カルテル」、「不況カルテル」が集中
的に実施された効果である。 
以上のように、大企業体制復活とともに収奪問題が激化し中小企業の資本蓄積が妨げられた 6) 
 
(2) 融資集中と資金難 
第 2 が大企業への融資集中による資金難の発生である。 
資金難は収奪問題に起因すると同時に、寡占大企業が社会の遊休資金を優先的に吸収する
ことによっても発生する。 
国家資金による重要産業復興策が取られていたとき、中小企業は政策的に金融から閉め出
されていた。ドッジ・ラインから民間金融が復位しはじめ、旧財閥系銀行など都市銀行は、
日銀借入に依存しながら金詰まりに苦しむ旧財閥系企業など大企業に融資をしたが、中小企
業は融資から締め出された。 
朝鮮戦争ブーム後の反動不況、1953 年の金融引き締め期にも、都市銀行は大企業向け貸
出しを優先し、中小企業向け貸出しを大幅に圧縮した。 
戦前、日本の中小企業は運転資金を問屋制前貸しに依存することが多かった。問屋制は戦
前すでに弱体化し始めていたが、戦後において決定的になった。しかも、大企業による中小
企業への手形支払いが一般化し、それを銀行で割り引かなくてはならないから、戦前に比し
て中小企業の運転資金調達に関する銀行依存は、著しく増大した（中村 1961）。また、中小
企業の設備は老朽化し、設備資金も銀行に頼る必要があった。その上、収奪問題による資金
難が発生していたのだから、都市銀行からの融資締め出しは中小企業に大きな打撃を与えた。 
 
(3) 市場問題 
第 3 に寡占大企業の復活による市場問題である。 
ドッジ・ラインは市場問題を深刻化させたが、朝鮮戦争特需によっても好転はしなかった。 
すでに述べたように、中小工業には朝鮮戦争のような近代戦の需要に応じる能力を持つ企
業は尐なく、特需ブームに中小企業分野を拡大する効果はなかった。 
その一方、大企業は中小企業分野への進出も活発化させた。 
例えば、1950 年の統制撤廃を契機に、中小企業分野であったマーガリン生産に大規模油
脂メーカーが進出、生産の集積・集中が進み、1949 年に 112 工場あったのが、51 年には 45、
59 年には 22 に激減、中小企業生産量（全国マーガリン製造協同組合の生産量）は 54 年の
31.3％から 58 年 23.8％に減尐した。 
石鹸製造業も中小企業分野だったが、朝鮮ブームに続く反動不況期に大企業の進出が急速
化、大企業（従業員 300 人以上）への生産集中度は、1953～54 年の 45％から 58 年の 54％
へ高まった。 
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その他、ビール資本・製菓資本の清涼飲料業界への、乳業・製缶大資本の製パン業界への、
製缶資本のビン製造への進出が見られた（中村 1961）。 
重点産業の大企業も生産分野を拡大した。例えば、高炉一貫メーカーは従来中小企業分野
であった 2 次製品に乗りだすとともに、塗装用鋼板、港湾ダム建設用鋼材、建設用足場パイ
プ等、大量生産方式の新製品の生産を開拓していった。これによって鉄鋼生産において中小
企業の独立できる分野は一挙に縮小した（井村 2000）。 
このように、大企業の進出により市場転換を迫られるが、それができずに消滅する中小企
業が増えた。また既存の中小企業分野への進出ではないにしても、大企業分野の拡大が中小
企業の発展可能な市場空間を狭め、独立的発展の可能性を制限することになった。もちろん、
大企業の生産拡大はそれと産業連関をもつ中小企業分野も拡大するが、大企業の進出に直面
する中小企業には企業存続にかかわる重大問題であった。 
以上の、大企業体制復活に伴う中小企業問題は中小企業の経営を圧迫し続け、1954 年不
況では多くの中小企業が没落することになった。 
 
(4) 大きな規模間格差 
このような大企業体制が引き起こす中小企業問題はどの先進国にもみられるが、日本では
特に深刻化したため、大企業と中小企業との間に大きな賃金・生産性格差が発生した。 
図表 5 に見られるように、従業者規模が小さくなるにつれ一人当たり現金給与総額、付加 
 
図表 5 企業間格差（1950年代前半） 
従業者規模 
一人当たり現金給与額(指数) 一人当たり付加価値額（指数） 
1951 年 1954 年 1951 年 1954 年 
4～9 人 30.9  32.8  25.9  28.0  
10～19 人 40.9  40.6  32.2  34.1  
20～29 人 47.0  45.3  37.0  38.7  
30～49 人 59.3  48.5  48.2  44.3  
50～99 人 57.9  54.6  51.5  53.5  
100～199 人 66.8  61.9  62.9  67.7  
200～499 人 78.2  72.3 77.9  85.5  
(200～299 人) ― (67.2) ― （78.8） 
(300～499 人) ― (76.8） ― （91.5） 
500～999 人 89.7  84.2  103.5  91.6  
1,000 人以上 100.0  100.0  100.0  100.0  
4～199 人 52.7 54.8 43.6 48.7 
200 人以上 100.0 100.0 100.0 100.0 
注）（ ）は 1954 年のみ 
資料）経済産業省「工業統計表」より筆者作成 
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価値生産性は低下し、従業者 1000 人以上と比べた場合、4～9 人層ではそれぞれ 3 割と 3 割
以下という大きな格差がついた。従業員 199 人以下層と 200 人以上層を比べても、前者の現
金給与は後者の半分を超える程度、付加価値生産性は半分にも達していない。このような大
きな格差はアメリカ、イギリスには見られなかった（図表 6）。  
 
図表 6 昭和 33年の賃金と付加価値生産性の規模間比較 
国  別 
従業者規模別 日 本 アメリカ イギリス 
賃 
金 
格 
差 
1 ～   19 人  
20 ～   99 人  
100 ～  199 人  
200 ～  499 人  
500 人以上  
37.5 
49.5 
58.8 
69.9 
100.0 
70.9 
77.3 
80.2 
82.7 
100.0 
―  
―  
―  
―  
―  
1 ～  499 人  50.1 78.6 ―  
付
加
価
値
生
産
性
格
差 
1 ～   19 人  
20 ～   99 人  
100 ～  199 人  
200 ～  499 人  
500 人以上  
32.6 
45.8 
61.0 
76.9 
100.0 
73.8 
75.2 
81.6 
86.3 
100.0 
82.5 
79.1 
80.9 
84.3 
100.0 
1 ～  499 人  48.4 79.6 81.7 
資料：「各国工業統計表」 
（注）従業者 500 人以上規模を 100 とした各規模の比率 
出典）中小企業庁編「1970 度版」:第１－１表 
 
日本で中小企業問題が特に深刻化したのは、日本特有の過剰労働力が中小企業間の過当競
争を倍加させ、大企業体制が引き起こす中小企業問題をより激しくしたからである。他の先
進国にも共通する寡占問題と日本的特殊性である膨大な過剰労働力との合成作用と言える。 
先に述べたとおり、日本は戦前、地主的土地所有の下、膨大な過剰労働力が堆積していた
が、地主制の解体した戦後も、敗戦に伴い推定 1,300 万人の厖大な過剰労働力が発生、相対
的過剰人口として農村や都会に堆積、低賃金労働力の給源となった。大企業は朝鮮戦争以後
生産を急回復したが、正規雇用者の増加は極力抑え、臨時工・社外工の採用増加でもって対
処し、不況になれば解雇したから、過剰労働力圧力は解消しなかった。正規労働者の増加を
極力抑えるというのは、現在にまで続く日本の大企業の特徴である。さらに中小企業自身も
過剰労働力を生み出さざるをえなかった。ドッジ不況、朝鮮戦争後の反動不況、1954 年不況
における中小企業破綻により、多数の失業者が生まれた。 
低賃金労働者を雇用し、労働集約度を高めれば、機械などに資本を支出することなく小資
本で開業できる。しかも、生産を急増させている大企業は、資本節約と低賃金を狙い下請需
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要を増やしている。こうして、自身も失業回避を狙う小零細企業主の開業（窮迫的自立化）
が増加、中小企業の廃業を上回り（図表 7）、中小企業の過当競争を激化させた。これを利用
して大企業は中小企業に対し優越的な取引を行い、中小企業への収奪を強めた。そのため、
中小企業は近代化に必要な資本蓄積ができず、低生産性のまま低賃金依存を強めざるをえな
かった。 
図表 7 製造業開廃業状況 
 1951 年 1954 年 
規模 開業率 廃業率 開業率 廃業率 
5-29 人 7.9  2.9  4.9  2.0  
30-199 人 2.4  1.6  ― ― 
30-99 人 ― ― 2.5  2.0  
100-199 人 ― ― 1.8  1.6  
注）開業率（廃業率）とは各月推定事業所数で各月開業（廃業）件数を除したも
の。ただし 1954 年は同年の事業所数で除す。 
資料）中村 1961 より筆者作表、原資料は労働省職業安定局「中小企業事業所開
廃業調査」 
 
このように、過剰労働力・低賃金基盤の形成→低賃金依存の前近代的中小企業の乱立→中
小企業の過当競争性の倍加→大企業による収奪強化→中小企業の近代化困難・低賃金依存、
という悪循環が形成された。低賃金を基盤とする中小企業の乱立は規模が小さくなるほど激
しかったから、従業者規模が小さくなるほど、一人当たり現金給与総額、付加価値生産性は
低下したのである（図表 5）。 
 
(5) 二重構造論 
この前近代的中小企業の広範な存在、大企業・中小企業間の大きな格差を背景に、1950
年代後半に入り二重構造論が提起された。 
このコンセプトの最初の提唱者は有沢広巳で、「日本の経済構造は欧米先進国のような単
一の同質の構造を持たない。いわゆる二種の階層的な構造から成り立っている。すなわち近
代化した分野と未だ近代化していない分野とに分かれ、この両分野の間にかなり大きな断層
があるように考えられる。近代化した分野は、たしかに先進諸国の企業にくらべてそう劣ら
ない分野であるが、これに対して近代化していない前期的な分野が―中小企業、小型経営―
広汎に存在している。この近代化した分野は、どんどん前進しているが、非近代的な分野は
停滞的である。この非近代的分野の停滞性が、就業構造を停滞ならしめている基盤ではなか
ろうか」とした（有沢 1957）。この二重構造論は『経済白書 1957 年度版』によって広まり、
当時の中小企業観のベースとなった。 
有沢の二重構造論は日本の就業構造の停滞性を説明するためのもので、中小企業分野は
「前期的な分野」、つまり日本資本主義特有の前資本主義的遺物であるため停滞性が強く、農
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村や都市に堆積している膨大な相対的過剰人口が生み出す低賃金労働に支えられている。他
方には資本主義的に高度に発展した、相対的に高賃金の大企業セクターがあるが、中小企業
セクターと大企業セクターの労働市場は分断されているため、中小企業セクターからの労働
移動はなく、中小企業セクターにおける不完全就業状態が維持される、というのである。 
この二重構造論は、労働市場の分断という認識は正しいものの、中小企業セクターは寡占
大企業をトップとする大企業セクターに支配され、両者は一個の再生産構造を形成している
のに、異質な両セクターが無関係に並立しているかのごとくとらえている。 
また、その再生産構造の中で、大企業セクターは過当競争に陥っている中小企業を収奪す
ることによって資本蓄積を進め、低賃金依存の中小企業を再生産しているのに、もっぱら過
剰労働力にのみ中小企業の低賃金の理由を求めている。 
そして、中小企業のすべてを一律に停滞分野とし、企業家活動の展開をはじめ中小企業の
ダイナミズムを無視している――という欠陥を持っていた。 
以上のように、二重構造論は日本の経済構造を正しく捉えているとはいえない。それにも
かかわらず、「二重構造」は「低賃金に依存する近代化の遅れた中小企業が広範に存在し、大
企業と対照をなしている」ことを指す言葉として広まった。このような現象が一時期存在し
たのは間違いないので、筆者も、本質論的なコンセプトではなく、現象を示す言葉として「二
重構造」を使う。 
 
4． 中小企業の問題化 
図表 5 で示しているのは中小事業所と大事業所の平均数値の比較であり、この時期のすべ
ての中小企業が低賃金にのみ依存していたわけではない。敗戦による軍事経済・軍需産業の
崩壊は、中小企業に企業家活動の機会を一挙に拡大し、この時代の中小企業の革新と発展を
代表するものと言えるような中小企業も生み出した。しかし、大部分の中小企業は、以下で
述べるような「問題中小企業」的な体質を多かれ尐なかれ持っていた。付加価値生産性に焦
点をあわせ、中小企業の経営体質を分析する。 
付加価値生産性は V／N ＝O／N×（p－c）（V：付加価値額 N：従業員数 O：生産量 
p：販売単価 c：製品 1 単位当たり原材料費）で表わされる。付加価値生産性をあげるには、
生産技術・管理技術の向上で物的生産性（O／N）を上げ、製品技術と販売活動で製品単位
当たり付加価値（p－c）を上げなくてはならない。 
 
① 低い物的生産性 
まず、生産技術に関しては、中小企業の多くが老朽設備に依存していることが問題だった。
「焼け旋盤」、焼けたモーターを巻きなおしたものなど、被災機械を修理して使っている企業
も多かった。 
中小企業では設備資金調達が困難なため、1955 年末においても保有機械の 20～30％が経
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過年数 15 年以上、つまり戦中からの設備で、新たに取得する場合も中古品が多かった（図
表 8）。しかも、その多くは多様な加工はできるが効率の悪い汎用機だった。 
さらに、職人気質の強い製造業経営者が多く、技術の記述化の努力を嫌うこと、従来の技
術に固執しがちという問題もあった。 
管理技術については生産計画を立てること、計数で正確に品質管理することが不得手だっ
た。生産計画に関しては親企業の発注が不安定で、計画の立てようがないという事情もあっ
たが、そもそも合理的な管理を志向するという経営体質が形成されてないという問題があった。 
それを示すのが図表 9 である。これによると、従業員 50 人未満の企業の場合、1957 年に
おいても「営業と家計費の未分離なもの」が半分以上に達し、単式帳簿さえ付けていないの
が 3 分の 1 以上もある（帳簿をつけている場合でも主として税金対策が目的であった）。つ
まり、中小企業でも生業的中小企業が多く、資本制的な合理性を追求するという経営体質を
持ち合わせていなかった。 
 
図表 8 中小企業機械設備老朽化状況の一例（1955年 12月 31日現在） 
単位：％ 
 
経過年数別割合 年間取得台数 
計 
5 年 
未満 
5～ 
10 年 
10～ 
15 年 
15 年～ 
20 年 
20 年 
以上 新品 中古品 
綿スフ自動織機 100 34 41 8 6 11 65 35 
綿スフ小巾織機 100 28 35 8 7 22 27 73 
絹人絹広巾織機 100 23 36 13 13 15 64 36 
絹人絹小巾織機 100 33 29 13 11 15 75 25 
ミシン業                 
旋  盤 100 11 22 35 25 7 19 81 
ボール盤 100 29 30 24 13 3 71 29 
フライス盤 100 9 27 37 22 6 13 87 
自動車部品付属品業                 
機械プレス 100 23 26 26 19 5 49 51 
旋  盤 100 11 19 36 25 8 14 86 
ボール盤 100 29 23 27 16 5 51 49 
フライス盤 100 10 20 38 25 7 8 92 
研磨盤 100 17 22 36 19 5 33 67 
自転車,リヤカー及び 
同部分品業 
                
機械プレス 100 22 29 26 14 9 47 53 
旋  盤 100 18 29 35 15 3 15 85 
ボール盤 100 26 28 29 12 5 60 40 
資料） 中小企業庁調「中小企業機械設備調査報告」による。 
出典） 経済企画庁編「1957年版」 
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図表 9 小規模企業（製造業）の帳簿組織等 
単位：％ 
1957 年 12 月 31 日現在調 
従業員規模 
営業と家計費の
未分離なもの 
複式帳簿のない
もの 
単式帳簿すらな
いもの 
青色申告を行っ
ていないもの 
     1~3 人 79.5 89.6 58.7 84.3 
     4~9 人 40.5 54.9 19.9 47.6 
10~19 18.9 29.0 5.5 29.2 
20~29 9.7 14.0 1.6 21.6 
30~49 5.4 8.3 0.9 16.6 
50 人未満平均 54.3 63.2 35.9 59.5 
資料）中小企業庁・通商産業大臣官房調査部統計部「中小企業総合基本調査」1959 年 
出典）中小企業庁振興課編 1960 
 
② 低い付加価値率 
製品単位当たり付加価値を上げるには、主体的に需要情報の発見に努めなくてはならない
が、多くは、発注者の言うがままに、どのような消費者がそれを使用するのか、どのような
製品にその部品が使われるのかを知らぬまま生産するのが一般的だった。当時使われた海外
向け製品に関する「めくら貿易」という言葉がこれを象徴している。 
また、技術的にも中小製造業者は設計図を与えられて加工するのは得意でも、設計技術を
持つ者は限られており、差別性を持つ製品開発は限られていた。逆に、製品を模倣しあうこ
とにより過当競争を強めていた。 
 
③ 「問題中小企業」として堆積 
以上の低位な経営レベルからの脱出妨げるのが中小企業問題の圧迫である。 
原料高・製品安や銀行融資からの排除による資金難が、設備投資や製品開発活動を困難に
し、物的生産性の上昇や差別性のある製品開発を妨げた。物的生産性が低い、あるいは差別
性のある製品や生産技術を持たないと、過当競争に埋没し、中小企業問題という壁を突破す
る取引力を持てない。 
物的生産性が高ければ、販売先もその企業を取引すべき優良企業として重視せざるを得な
いから、対等な取引ができる。差別性のある生産技術や製品があれば、販売先の要求する低
価格などを跳ね返すこともできる。そして、銀行もこのような企業とは対等の取引に応じる
だろう。だが、多くの中小企業はこれらがなく過当競争に巻き込まれ、低付加価値生産性か
ら抜け出せないまま、低賃金労働と経営者自身の自己搾取的な強労働に依存する「問題中小
企業」、それも開業以来の停滞的な「問題中小企業」として分厚く堆積した。 
 
以上では中小企業問題の深刻さとそれによる「問題中小企業」の広範な存在を強調したが、
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敗戦が中小企業に自由な活躍の場を用意し、一部とは言え、中小企業により企業家活動が活
発化したことも見落としてはならない。 
また、高度成長期に発展する量産型中小企業の先触れとなるような輸出軽機械工業も現
れた。 
小零細企業群が担った大阪のミシン産業や東京板橋区の双眼鏡産業がその典型例である。 
 これらの産業が強い国際競争力を持ったのは、低賃金のためだけでなく、細分化された社
会的分業方式に基づき、機械に必要な技術的厳密性を獲得したためである。 
戦前の日本の中小機械工業は、汎用工作機械で各種各様の多品種尐量生産を行うのが通例
であった。ミシンや双眼鏡における部品生産の専門化と標準化、そして大量生産は戦前の中
小機械工業には見られなかったもので、中小機械工業における革新であり、このような中小
企業による分業生産は大企業における一貫生産より産業として進歩していると言ってよい。 
また、この社会的分業方式は、問屋の支配下にも大産業資本の支配下にもない、水平的に
結ばれた独立独行の企業集団であり、それが競争を活発化し、情報共有も促進し、産業集団
としての活力を高めたことも注目されてよい。 
彼らは一貫生産の大企業より強い競争力を発揮し、輸出産業として復興期の日本経済を支
えた。このように復興期日本の革新的な中小企業を代表すると言える輸出軽機械工業である
が、本稿では紙幅の関係で以上の指摘にとどめ、別の機会に本格的な分析を行いたい。 
 
 
注 
1）経営資源問題とは中小企業が大企業に資金、人材といった経営資源を優先吸収されるため、経営活
動を制約されることである。 
2）中小企業庁指導部編 1949 も次のように述べている。 
傾斜生産方式の対象業種に属しない産業部門、「特に中小企業は『野放しの時代』の夢破れて、資金、
資材及び各種の便宜よりオフ・リミットを食った形となるのである。従って多くの中小企業は資金、
資材の入手に狂奔し、ここに戦後初めての中小企業問題がクローズアップされるに至る」（同書：23）。 
3）寡占大企業の市場進出や親企業の内作化で中小企業の市場が直接圧迫されることがある。また、寡
占大企業の行動が産業構造の変化などを通じ、間接的に中小企業の市場を圧迫することがある。寡
占大企業の行動により中小企業の市場が圧迫され、商品価値の実現が困難化するのが市場問題であ
る。 
4）この当時の産業政策体系の第１の柱は封鎖経済体制である。政府は「外為法（外国為替及び外国貿
易管理法）」（1950 年 6 月 30 日全面施行）に基づく外貨割当制度により、重要機械設備の輸入に対
しては外貨を優先的に割り当てる一方、競合外国製品の輸入には外貨割当を制限した。また、「外資
法（外資に関する法律）」（1950 年 6 月 8 日施行）により外国企業の日本への直接進出を制限した。
第２の柱は基礎産業や重化学工業に対する産業育成政策である。日本輸出銀行（1950 年）、日本開
発銀行（1951 年）など政府系金融機関の設立と財政投融資制度の整備（1951 年）、特定の近代化設
備に対する「傾斜減税制度」、「企業合理化促進法」（1952 年 3 月 14 日施行）による産業基盤整備、
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重要産業に関する合理化計画の作成（個別産業ごとに合理化の目標を定め、税制上の優遇措置、低
利融資などを実行するもの）などである。なお、中小企業へ長期資金を供給する政府系金融機関と
して中小企業金融公庫も設立されたが（1953 年）、政策の中心は大企業の合理化に置かれた。 
5）収奪問題とは、寡占大企業の取引上の優越的地位により中小企業の生産した価値が寡占大企業に吸
収されることである。 
6）ただし、1952 年 11 月調査においても「租税負担過重・徴税強行」も依然多いことに示されている
ように、政策による中小企業への圧迫が続いていることも無視できない。戦後の日本では 1947 年
制定の財政法により公債政策を捨てる一方、納税者の大衆化とその負担が増大され、戦前は課税さ
れなかった零細企業者その他低所得者が大量に納税者層に組み入れられた。戦前の所得税納税者 95
万人に対し 1949 年には 1,911 万人と 20 倍になった。また、「税収目標割当」を達成するため、当
時の税務官吏は実地調査や帳簿検査をせず、納税者の申告に対し事務的に更正処分をおこない、申
告額さえ重いと思っていた事業主に高額の査定を加えた（中島 1968）。 
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